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　これからの４年間は、本市が抱える課題に適切に対
応しながら、絶えず行政の在り方を見直すとともに、
持続的な成長発展に向けて、本市の魅力や暮らしやす
さを一層高めていくことで、本市に「住みたい」「住
み続けたい」と思う人々を増やし、市民の皆様の誇り
となるような、また、多くの人々から選ばれるような、
新しい時代にふさわしいまちを築いていかなければな
らないと、思いを致しているところです。
　新型コロナウイルス感染症対策及び医療提供体制の
再構築、地域に根差した産業の活性化などいずれの事
業も、PDCA サイクルに基づき、客観的な評価・検
証を行っていくことが非常に重要です。
　今後とも徹底した事業評価を行いながら、効率的か
つ持続可能な行財政運営を行ってまいります。

　第３回定例会　市長所信表明及び提案理由の説明（一部抜粋）

　
　
　
　
　
　
　

第
３
回
定
例
会
の
経
過

※
議
案
の
内
容
は
次
の
ペ
ー
ジ
か
ら 

　
10
月
12
日（
火
）【
議
会
運
営
委
員
会
】

　
　
　
　
　
　
　
【
本
会
議
】開
会

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
会
期
の
決
定
、諸
般
の
報
告

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
所
信
表
明

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
議
案
の
上
程
、提
案
理
由
の
説
明

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
質
疑
、討
論
、採
決（
議
案
の
一
部
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
委
員
会
付
託（
請
願
）

　
　
　
14
日（
木
）【
本
会
議
】一
般
質
問

　
　
　
15
日（
金
）【
本
会
議
】一
般
質
問

　
　
　
18
日（
月
）【
本
会
議
】一
般
質
問

　
　
　
19
日（
火
）【
本
会
議
】議
案
質
疑
、委
員
会
付
託

　
　
　
　
　
　
　
【
予
算
決
算
特
別
委
員
会
】

（
特
別
委
員
会
設
置
、委
員
の
選
任
）

　
　
　
20
日（
水
）【
総
務
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
21
日（
木
）【
教
育
厚
生
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
22
日（
金
）【
経
済
建
設
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
26
日（
火
）【
予
算
決
算
特
別
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
27
日（
水
）【
予
算
決
算
特
別
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
　
　
28
日（
木
）【
予
算
決
算
特
別
委
員
会
】付
託
案
件
の
審
査

　
11
月
２
日（
火
）【
議
会
運
営
委
員
会
】

　
　
　
　
　
　
　
【
本
会
議
】委
員
長
報
告

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
質
疑
、討
論
、採
決（
議
案
の
一
部
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
閉
会
中
の
所
管
事
務
調
査

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
議
員
の
派
遣

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
閉
会

令和３年 第３回定例会第３回定例会
あ
ら
ま
し

◆ 第 3 回（10 月）定例会は、10 月 12 日から 11 月 2 日まで２2 日間の会期で開催され、
市長の所信表明の後、提案理由の説明がありました。

　 今定例会では、各会計の決算認定のほか、人事案件、条例の改正、補正予算など 22 件
が市長から、意見書の提出について２件が議員から提出されました。議案等は、審査の
結果、いずれも原案のとおり、可決・認定されました。

　また、一般質問では 10 名の議員が登壇し、市の方針等を質しました。

▼定例会の
　様子は
　こちらから

所信表明及び提案理由の説明をする
鈴木 周也市長
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　補正予算・決算審査のため、「予算決算
特別委員会」が設置され、議長を除く 17
名の委員により、審査が行われました。特
別委員長には、栗原 繁議員、特別副委員
長には、髙木 正議員が互選されました。
　審査内容の詳細については、次号の議会
だよりでお伝えします。

監
査
委
員
の
意
見（一

部
抜
粋
）

　

こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き
た
住
民

サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
事
業
に
加
え
、
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
考
慮

し
た
事
業
の
実
施
は
、
財
源
の
確
保

が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
適
正
な
予

算
措
置
及
び
執
行
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
こ
れ
ら
を
実
行
す
る
た
め
、
継

続
し
て
行
う
事
業
や
新
規
事
業
の
必

要
性
、
成
果
の
検
証
を
行
い
、
最
少

の
経
費
で
最
大
の
効
果
が
得
ら
れ
る

よ
う
尽
力
し
、市
民
生
活
の
安
全
面
、

経
済
面
の
向
上
に
努
め
ら
れ
る
よ
う

お
願
い
す
る
も
の
で
す
。

行
方
市
監
査
委
員��　
大
輪�

嘉
裕

　
　
　
　
　
　
　

��　
宮
内　

�

守

６会計決算は認定

令和２年度　一般会計の決算状況

一般・特別・企業会計別決算
歳　　入 歳　　出 差引残額

一般会計 216 億 3,771 万 3,809 円 208 億 7,229 万 9,019 円 7 億 6,541 万 4,790 円
国民健康保険特別会計 44 億 7,454 万 6,740 円 44 億 5,149 万 6,577 円 2,305 万 163 円
介護保険
特別会計

保険事業勘定 39 億 5,356 万 2,296 円 37 億 8,367 万 429 円 1 億 6,989 万 1,867 円
介護サービス事業勘定 1,001 万 5,471 円 716 万 1,133 円 285 万 4,338 円

後期高齢者医療特別会計 4 億 137 万 5,971 円 3 億 9,955 万 8,931 円 181 万 7,040 円
水道事業
会計

収益的収入及び支出 9 億 6,465 万 187 円 8 億 3,289 万 8,189 円 1 億 3,175 万 1,998 円
資本的収入及び支出 7,940 万 6,100 円 3 億 5,738 万 859 円 △ 2 億 7,797 万 4,759 円

下水道事
業会計

収益的収入及び支出 8 億 3,135 万 8,315 円 7 億 8,464 万 3,939 円 4,671 万 4,376 円
資本的収入及び支出 4 億 1,361 万 380 円 6 億 4,813 万 969 円 △ 2 億 3,452 万 589 円

繰越金
3.1％

1.5％

民生費
23.9％

総務費
33.5％

公債費
9.4％

土木費
9.4％

教育費
8.4％

衛生費
5.2％

農林水産業費
3.7％

消防費
4.0％

商工費
1.9％

議会費
0.7％

災害復旧費
0.0％

208億7,229万
9,019 円

歳出
自主財源
28.7％

市税
18.4 ％

繰入金
3.7％

諸収入

その他
2.1％

地方交付税
26.2％

国庫支出金
28.2％

県支出金
5.8％

市債
5.4％

譲与税・
交付金
など　

歳入
216億3,771万

3,809 円

5.6％

依存財源
71.3%

※その他、詳細については行方市ホームページをご覧ください。
（https://www.city.namegata.ibaraki.jp/page/page010009.html）
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主要指標から見た　行方市の財政状況主要指標から見た　行方市の財政状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、令和２年度の行方市健全化判断比率
の報告がありました。

・実質赤字比率　　　　--％　　　　（赤字額がないため --％の表示）
　　　標準財政規模における一般会計等の赤字の割合を指標化したもの

・連結実質赤字比率　　--％　　　（赤字額がないため --％の表示）
　　　行方市のすべての会計を合算して赤字の割合を指標化したもの

・実質公債費比率　　　７．９％
　�　市の実質的な借金が財政規模に占める

割合のこと。数値が高いほど返済の負担
が重いことを示し、通常３年間の平均値
を使用します。

年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

R02 7.9 6.5
25.0R01 7.4 6.7

H30 7.4 6.8

・将来負担比率　　　６８．３％
　�　地方公共団体の借入金（地方債）など

現在抱えている負債の大きさを、その地
方公共団体の財政規模に対する割合で表
したものです。

年度 /
項目 比率 県内

平均
早期健全
化基準

R02 68.3 39.4
350.0R01 62.6 41.9

H30 62.2 37.1
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■  令和３年第３回行方市議会定例会 付託案件の審査
審査の内容を一部抜粋してお伝えします。議決結果は　11ページをご参照ください。

総
務
委
員
会

　

�
行
方
市
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
宣
言
に
つ
い
て

　
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
に
よ
り
、
人
々
の
経
済
・

生
活
を
あ
ら
ゆ
る
面
で
よ
り
良
い
方
向
に
変
化
さ
せ

る
た
め
、
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
宣
言
を
す
る
も

の■
行
方
市
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ
メ
ン
ト
宣
言

　
私
た
ち
の
暮
ら
し
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
が
も
た
ら
す
様
々
な
影
響
と
急
速
な
デ
ジ
タ
ル

化
の
進
展
に
伴
い
、
大
き
く
変
化
し
て
い
ま
す
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
に
よ

り
、
経
済
・
生
活
の
あ
ら
ゆ
る
面
で
デ
ジ
タ
ル
技
術

の
有
用
性
が
再
認
識
さ
れ
ま
し
た
。
複
雑
か
つ
多
様

化
す
る
地
域
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
ま
た
、
新
し

い
生
活
様
式
や
今
後
の
社
会
変
容
に
対
応
す
る
ツ
ー

ル
と
し
て
、
デ
ジ
タ
ル
の
力
を
最
大
限
に
活
か
し
て

い
く
必
要
性
が
あ
り
ま
す
。

　
本
市
で
は
、
光
フ
ァ
イ
バ
網
を
市
有
の
財
産
と
し

て
構
築
し
て
お
り
、
防
災
や
地
域
の
活
性
化
の
た
め

に
行
政
運
営
に
活
用
し
て
き
ま
し
た
。
今
後
は
、
さ

ら
に
ロ
ー
カ
ル
５
Ｇ
の
活
用
を
検
討
す
る
な
ど
、
引

き
続
き
デ
ジ
タ
ル
化
を
押
し
進
め
て
い
き
ま
す
。

将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
を
進

め
、
市
民
一
人
ひ
と
り
が
生
活
の
利
便
さ
だ
け
で
な

く
、
暮
ら
し
の
豊
か
さ
や
快
適
さ
を
実
感
で
き
る
よ

う
、
デ
ジ
タ
ル
化
の
メ
リ
ッ
ト
を
市
民
と
共
に
享
受

で
き
る
地
域
社
会
を
実
現
す
る
た
め
に
、
デ
ジ
タ
ル

ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｄ
Ｘ
）を
推
進
し
、

市
民
の
暮
ら
し
や
行
政
の
在
り
方
を
抜
本
的
に
変
革

す
る
こ
と
を
宣
言
し
ま
す
。

　

 　
年
配
の
方
、
デ
ジ
タ
ル
に
慣
れ
て
い
な
い
方
へ

の
配
慮
は
。

　

 　
市
で
も
、
デ
ジ
タ
ル
に
関
す
る
教
室
を
開
催
す

る
な
ど
の
計
画
が
進
ん
で
い
ま
す
。

　

 　
ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
ば
か
り
で
な
く
紙
媒
体
な
ど

ア
ナ
ロ
グ
で
の
情
報
提
供
も
必
要
だ
と
考
え
て
い

ま
す
。

　

 　
急
激
な
デ
ジ
タ
ル
化
で
は
な
く
、
徐
々
に
展
開

し
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

委
員
か
ら
の
意
見

　
●�

全
て
の
年
代
に
対
し
て
、
分
か
り
や
す
い
周
知

を
お
願
い
し
た
い
。
ど
な
た
で
も
分
か
る
よ
う

に
説
明
を
し
て
ほ
し
い
。

　
●�

昨
今
、
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
が
だ
い
ぶ
減
っ

て
き
て
い
る
と
感
じ
る
。
行
政
の
手
続
き
が
簡

単
に
な
る
の
は
結
構
な
こ
と
だ
が
、
職
員
と
市

民
の
方
と
の
つ
な
が
り
、
温
か
さ
は
残
し
て
ほ

し
い
。

QA

【取組概要】
■地域連携DX
　 　市所有の光ファイバやオープンデータを活用し、市民をは

じめ行方市に関わりを持つ人々が、ＤＸのメリットを享受で
きる地域社会の実現を目指します。
■市民手続DX
　 　マイナンバーの普及やオンライン化により、行政手続等の

利便性向上、行政運営の簡素化・効率化を図り、多種多様な
サービスの実現を目指します。
■行政事務DX
　 　システムの標準化やＡＩ・ＲＰＡ活用による業務の効率化・

高度化、職員の働き方改革を図り、市民サービスのさらなる
向上を目指します。
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請　
願

　

 　

 

教
職
員
定
数
改
善
と
義
務
教
育
費

国
庫
負
担
制
度
堅
持
の
た
め
の
政

府
予
算
に
係
る
意
見
書
採
択
を
求

め
る
請
願

請
願
の
要
旨

　
学
校
現
場
で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
策
に
よ
る
教
室
の
消
毒

作
業
等
や
貧
困
・
い
じ
め
・
不
登
校
な

ど
解
決
す
べ
き
課
題
が
山
積
し
て
お
り
、

子
ど
も
た
ち
の
ゆ
た
か
な
学
び
を
実
現

す
る
た
め
の
教
材
研
究
や
授
業
準
備
の

時
間
を
十
分
に
確
保
す
る
こ
と
が
困
難

な
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ゆ
た
か
な

学
び
や
学
校
の
働
き
方
改
革
を
実
現
す

る
た
め
に
は
、
加
配
の
増
員
や
少
数
職

種
の
配
置
増
な
ど
教
職
員
定
数
改
善
が

不
可
欠
で
す
。

　
３
月
に
改
正
義
務
標
準
法
が
成
立
し
、

小
学
校
の
学
級
編
制
標
準
が
学
年
進
行

に
よ
り
段
階
的
に
35
人
に
引
き
下
げ
ら

れ
ま
す
。
今
後
、
小
学
校
だ
け
に
留
ま

る
の
で
は
な
く
、
中
学
校
・
高
等
学
校

で
の
35
人
学
級
の
早
期
実
施
が
必
要
で

す
。
さ
ら
に
、
き
め
細
か
な
教
育
を
す

る
た
め
に
は
30
人
学
級
の
実
現
が
不

教
育
厚
生
委
員
会

可
欠
で
す
。
こ
う
し
た
観
点
か
ら
、
政
府
予

算
編
成
に
お
い
て
次
の
請
願
事
項
が
実
現
さ

れ
る
よ
う
、
国
の
関
係
機
関
へ
の
意
見
書
提

出
を
請
願
い
た
し
ま
す
。

①�

中
学
校
・
高
等
学
校
で
の
35
人
学
級
を
早
急

に
実
施
す
る
こ
と
。
ま
た
、
さ
ら
な
る
少
人

数
学
級
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
。�

②�

学
校
の
働
き
方
改
革
・
長
時
間
労
働
是
正
を
実

現
す
る
た
め
、
加
配
の
増
員
や
少
数
職
種
の
配

置
増
な
ど
教
職
員
定
数
改
善
を
推
進
す
る
こ
と
。

③�

教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
は

か
る
た
め
、
地
方
財
政
を
確
保
し
た
上
で
義

務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を
堅
持
す
る
こ
と
。

【
請
願
者
】

　
　
茨
城
県
教
職
員
組
合　
杉
山　
繁

【
紹
介
議
員
】　　
貝
塚　
俊
幸

　

 　
請
願
内
容
に
あ
る
「
ゆ
た
か
な
学
び
」

と
は
、
教
職
員
の
負
担
軽
減
に
よ
っ
て
必

ず
得
ら
れ
る
も
の
か
。

　

 　
学
校
現
場
に
お
い
て
は
、
い
じ
め
や
不

登
校
な
ど
の
課
題
が
多
く
、
教
職
員
の
負

担
は
増
大
し
て
い
る
。
予
算
を
確
保
し
、

教
職
員
の
増
員
等
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、

子
ど
も
た
ち
一
人
一
人
の
豊
か
な
学
び
、

成
果
に
つ
な
が
る
の
で
は
な
い
か
。

審
査
の
結
果

　
●　
採
択

～　議会へ請願・陳情される方へ　～

※　 請願書（陳情書）はその要旨、理
由を簡単に分かりやすく書いてく
ださい。

※　 提出年月日、請願（陳情）者の住所、
署名又は記名押印してください。

※　 請願書は、１人以上の紹介議員が
必要で、表紙に自筆による署名又
は記名押印が必要です。

※　 紹介議員がつかないときは、陳情
書としてください。

※　 提出方法については、議会事務局
へお問い合わせください。

○○○に関する
請願（陳情）書

紹介議員
署名又は
記名押印　 印

（表紙例）

○○○に関する請願
（陳情）

1. 要旨
2. 理由

令和　年　月　日
請願（陳情）者の住所
署名又は
記名押印　　　　　印
行方市議会議長　　殿

（内容例）

請願・陳情とは、市民が市政についての要望や
意見を直接「議会」に提出する方法です。

▲▲

付託案件の審査

QA
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スマホで読める！議会だより
デジタルブック配信しています

※　デジタルブックの配信は発行日の 10 日後となります。

○ブラウザでもアプリでも、スマホやタブレットで読めます。
○ 10 言語で読めます。
○音声読み上げもできます。
○文字サイズを調整できます。
　※ブラウザは音声読み上げに対応しておりません。
　　�音声読み上げには無料アプリ（カタポケ）の
　　インストールが必要です。

無料アプリ『カタポケ』
このアイコンが目印です。

▲▲

付託案件の審査

▼�

令
和
２
年
度
行
方
市
水
道
事
業
会
計
未
処
分

利
益
剰
余
金
の
処
分
に
つ
い
て

　
令
和
２
年
度
行
方
市
水
道
事
業
会
計
未
処
分

利
益
剰
余
金
１
９
３
，
４
２
２
，
２
０
１
円
の

う
ち
１
２
８
，
４
３
５
，
２
０
１
円
を
減
債
積

立
金
に
積
み
立
て
、
６
４
，
９
８
７
，
０
０
０

円
を
資
本
金
に
組
み
入
れ
る
も
の

▼ 

令
和
２
年
度
行
方
市
下
水
道
事
業
会
計
未
処

分
利
益
剰
余
金
の
処
分
に
つ
い
て

　
令
和
２
年
度
行
方
市
下
水
道
事
業
会
計
未
処

分
利
益
剰
余
金
５
０
，
６
５
１
，
４
３
３
円
を

減
債
積
立
金
に
積
み
立
て
る
も
の

委
員
か
ら
の
意
見

　
将
来
に
向
け
て
、
下
水
道
事
業
会
計
の
収
支

や
企
業
債
等
に
つ
い
て
、
市
民
に
対
し
普
段
か

ら
丁
寧
に
説
明
・
周
知
し
て
い
く
べ
き
で
あ

る
。

　

 

行
方
市
道
路
線
の
変
更
に
つ
い
て�

（
１
件
）

　
道
路
法
第
10
条
第
３
項
に
お
い
て
準
用
す
る

同
法
第
８
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
を

求
め
る
も
の

　

 　
路
線
の
変
更
に
よ
る
道
路
の
管
理
及
び
改

修
に
つ
い
て

　

 　
道
の
駅
の
施
設
の
中
な
の
で
、
基
本
的
に

は
県
が
管
理・修
繕
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

市
で
工
事
が
必
要
に
な
っ
た
際
に
は
、
県
の

許
可
を
得
た
上
で
実
施
す
る
こ
と
と
な
り
ま

す
。

QA
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■  各委員会への�付託が省略された議案

▼
人
権
擁
護
委
員
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

　
藤
﨑　
弘
子　
　
　
（
三
和
）

　
浅
野　
昌
子　
　
　
（
南
）

　
令
和
３
年
12
月
31
日
で
任
期
満
了
と
な
る
た
め
、

藤
﨑
氏
、
浅
野
氏
の
２
名
を
候
補
者
と
し
て
推
薦
す

る
こ
と
に
つ
い
て
、適
任
で
あ
る
と
答
申
し
ま
し
た
。

　
任
期
は
３
年
で
す
。

▼
教
育
委
員
会
委
員
の
任
命
に
つ
い
て

　
久
米　
雅
文　
　
　
（
成
田
）

　
前
任
者
が
令
和
３
年
11
月
30
日
で
任
期
満
了
と
な

る
た
め
、
後
任
と
し
て
、
久
米
氏
を
委
員
に
任
命
す

る
こ
と
に
同
意
し
ま
し
た
。

　
任
期
は
４
年
で
す
。

▼ 

行
方
市
過
疎
地
域
持
続
的
発
展
計
画
の
策
定
に
つ
い
て

　
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
に
関
す
る
特
別

措
置
法
（
令
和
３
年
法
律
第
19
号
）
第
８
条
第
１
項
の

規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
も
の

【
概
要
】

１　
計
画
期
間

　

 　
令
和
３
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
８
年
３
月
31
日

ま
で
の
５
か
年
間

２　
基
本
方
針

　

 　

過
疎
地
域
に
指
定
さ
れ
た
旧
麻
生
町
の
区
域

は
、
本
市
に
と
っ
て
重
要
な
施
設
・
機
能
が
集
中

し
て
お
り
、
過
疎
脱
却
に
向
け
て
の
早
急
な
対
応

が
求
め
ら
れ
る
。

　

 　
一
方
、
過
疎
と
さ
れ
た
地
域
に
留
ま
ら
ず
、
本

市
全
体
に
お
い
て
も
人
口
減
少
は
進
ん
で
い
る
こ

と
か
ら
、
今
後
の
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る

施
策
が
求
め
ら
れ
る
ほ
か
、
農
業
を
は
じ
め
と
す

る
第
一
次
産
業
を
中
心
に
「
地
域
の
稼
ぐ
力
」
を

よ
り
高
め
、
ひ
い
て
は
市
内
に
お
け
る
消
費
活
動

の
活
性
化
を
も
た
ら
す
必
要
が
あ
る
。
地
域
共
生

社
会
と
持
続
的
成
長
を
求
め
る
次
な
る
ス
テ
ー
ジ

へ
歩
み
を
進
め
る
た
め
に
も
、
地
域
産
業
の
地
盤

の
強
化
と
と
も
に
、
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化

へ
の
対
応
、
安
全
・
安
心
な
住
民
サ
ー
ビ
ス
の

提
供
な
ど
効
果
的
な
施
策
を
展
開
し
て
い
く
。

３　
法
に
規
定
さ
れ
た
計
画
の
主
な
分
野

　
（
１
）　 

移
住
・
定
住
・
地
域
間
交
流
の
促
進
、
人

材
の
育
成

　
（
２
）　
産
業
の
振
興

　
（
３
）　
地
域
に
お
け
る
情
報
化

　
（
４
）　
交
通
施
設
の
整
備
、
交
通
手
段
の
確
保

　
（
５
）　
生
活
環
境
の
整
備

　
（
６
）　 

子
育
て
環
境
の
確
保
、
高
齢
者
等
の
保
健

及
び
福
祉
の
向
上
及
び
増
進

　
（
７
）　
医
療
の
確
保

　
（
８
）　
教
育
の
振
興

　
（
９
）　
集
落
の
整
備

　
（
10
）　
地
域
文
化
の
振
興
等

　
（
11
）　
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
の
推
進

【
過
疎
地
域
に
お
け
る
支
援
措
置
】

１　
過
疎
対
策
事
業
債
の
発
行

２　
国
庫
補
助
金
の
補
助
率
の
か
さ
上
げ

３　

 

地
方
税
の
課
税
免
除
、

不
均
一
課
税
に
伴
う
減

収
補
填
措
置　
等

No.65
行方市議会だより 8



■  各委員会への�付託が省略された議案

▼�

教
職
員
定
数
改
善
及
び
義
務
教
育
費
国
庫

負
担
制
度
堅
持
に
係
る
意
見
書
の
提
出
に

つ
い
て

　

採
択
さ
れ
た
請
願
第
２
号
の
趣
旨
に
基
づ

き
、
教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を

は
か
る
た
め
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を

堅
持
す
る
こ
と
等
を
、
国
の
関
係
機
関
に
求
め

る
も
の

▼ 

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
厳
し
い
財
政
状
況
に
対
処

し
地
方
税
財
源
の
充
実
を
求
め
る
意
見
書
の

提
出
に
つ
い
て

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
ま
ん
延
に

よ
り
、
地
方
財
政
は
来
年
度
に
お
い
て
も
引
き

続
き
、
巨
額
の
財
源
不
足
が
避
け
ら
れ
な
い
厳

し
い
状
況
に
直
面
し
て
い
る
。
地
方
自
治
体
で

は
、
コ
ロ
ナ
禍
へ
の
対
応
は
も
と
よ
り
社
会
保

障
関
係
経
費
な
ど
将
来
に
向
け
増ぞ

う
す
う嵩

す
る
財
政

需
要
に
見
合
う
財
源
が
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
財

源
確
保
の
た
め
、
地
方
税
制
の
充
実
確
保
が
強

く
望
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
十
分
な
地
方
税
総
額

を
確
保
す
る
こ
と
な
ど
を
、
国
の
関
係
機
関
に

求
め
る
も
の

議
員
発
議

〇 提案理由の説明を行う教育厚生委員会　鈴木　裕委員長
（写真上）と新型コロナウイルス感染症等対策特別委員会 
髙橋　正信委員長（写真下）

　
令
和
３
年
第
３
回
（
10
月
）
定
例
会
に
お
い
て
審
議
さ

れ
た
２
つ
の
意
見
書
は
、全
員
一
致
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　
可
決
さ
れ
た
意
見
書
は
そ
れ
ぞ
れ
、
国
の
関
係
機
関
へ

送
付
さ
れ
ま
し
た
。

意
見
書
意
見
書
を
提
出
し
ま
し
た
。

を
提
出
し
ま
し
た
。

※
意
見
書
の
全
文
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
（https://w

w
w

.city.nam
egata.

　

ibaraki.jp/page/page010017.htm
l

）

▼�
行
方
市
過
疎
地
域
に
お
け
る
固
定
資
産
税
の

課
税
免
除
に
関
す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
に
関
す
る

特
別
措
置
法
（
令
和
３
年
法
律
第
19
号
）
が
令

和
３
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
、
旧
麻
生
町
が

過
疎
地
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、

一
定
の
事
業
用
資
産
を
取
得
し
た
者
に
係
る
固

定
資
産
税
の
課
税
免
除
に
関
し
、
条
例
を
制
定

す
る
も
の

▼��

令
和
３
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
８
号
）

に
つ
い
て

　
一
般
会
計
に
補
正
の
必
要
が
生
じ
た
の
で
、

地
方
自
治
法
第
２
１
８
条
第
１
項
の
規
定
に
よ

り
提
案
さ
れ
、
可
決
し
ま
し
た
。

　
■
主
な
内
容

　

 【
歳
入
】
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対

応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
、
過
疎
対
策
事
業

債
な
ど

　

 【
歳
出
】
抗
原
検
査
キ
ッ
ト
購
入
費
用
、
事

業
者
へ
の
支
援
金
な
ど

　
※
詳
細
は
12
ペ
ー
ジ

追
加
議
案
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　インターネット（パソコン、スマホ）
では、録画中継をしています。
　現在、平成 29 年第２回定例会から
令和３年第２回定例会までがご覧にな
れます。準備が整い次第、第３回定例
会も公開いたします。

なめがたネット放送局を検索し、市議会録画中継へ

本会議の様子を「なめがたエリアテレビ」にて、
生中継しています。

■  各委員会への 付託が省略された議案

▼ 
行
方
市
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
及
び
補
充
員

の
選
挙
に
つ
い
て

　
行
方
市
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
（
４
人
）

　
市
村　
茂
夫　
　
　
　
（
島
並
）

　
野
友　
豊
明　
　
　
　
（
内
宿
）

　
竹
内　
友
巳　
　
　
　
（
麻
生
）

　
須
貝　
　
稔　
　
　
　
（
谷
島
）

　
行
方
市
選
挙
管
理
委
員
会
補
充
員
（
４
人
）

　
横
田　
恵
子　
　
　
　
（
羽
生
）

　
大
和
田　
勝
康　
　
　
（
繁
昌
）

　
大
川　
裕
一　
　
　
　
（
小
牧
）

　
石
槗　
英
雄　
　
　
　
（
北
高
岡
）

　
選
挙
管
理
委
員
及
び
補
充
員
は
、
地
方
自
治

法
第
１
８
２
条
で
、
議
会
に
お
い
て
選
挙
す
る

よ
う
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
任
期
は
４
年
で
す
。

選
挙

【
選
挙
管
理
委
員
会
と
は
？
】

　
選
挙
管
理
委
員
会
は
、
選
挙
の
管
理
と
執

行
を
公
正
に
行
う
た
め
の
組
織
で
す
。

　
市
長
か
ら
独
立
し
た
執
行
機
関
と
し
て
位

置
づ
け
ら
れ
て
お
り
、
市
議
会
で
選
ば
れ
る

４
人
の
委
員
で
組
織
さ
れ
ま
す
。同
じ
政
党・

政
治
団
体
に
所
属
す
る
人
は
、
２
人
が
同
時

に
委
員
に
な
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　
ま
た
、
欠
員
が
生
じ
た
場
合
に
備
え
て
補

充
員
を
４
人
選
ん
で
お
か
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
欠
員
が
生
じ
た
ら
、
委
員
長
が
補
充

員
の
中
か
ら
補
欠
し
ま
す
。

　
選
挙
に
関
す
る
事
務
以
外
に
も
選
挙
の
啓

発
活
動
や
、
選
挙
人
名
簿
の
調
製
、
検
察
審

査
員
候
補
者
予
定
者
の
選
定
、
裁
判
員
候
補

者
予
定
者
の
選
定
、
国
民
審
査
・
住
民
投
票

に
関
す
る
事
務
な
ど
も
行
っ
て
い
ま
す
。
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■  令和３年第３回行方市議会定例会�提出議案議決結果
《市長提出議案》

議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

報 告 第 ９ 号 令和２年度行方市一般会計継続費精算報告書について ― ―

報 告 第 10 号 令和２年度行方市下水道事業会計継続費精算報告書に
ついて ― ―

報 告 第 11 号 令和２年度行方市健全化判断比率の報告について ― ―

報 告 第 12 号 令和２年度行方市資金不足比率の報告について ― ―

報 告 第 13 号 専決処分の報告について
（損害賠償の額を定め、和解することについて） ― ―

諮 問 第 １ 号 人権擁護委員候補者の推薦について 藤﨑氏を適任である
と答申 ―

諮 問 第 ２ 号 人権擁護委員候補者の推薦について 浅野氏を適任である
と答申 ―

議 案 第 67 号 教育委員会委員の任命について 原案同意（全会一致） ―

議 案 第 68 号 行方市デジタル・ガバメント宣言について 原案可決（全会一致） 総務委員会

議 案 第 69 号 行方市過疎地域持続的発展計画の策定について 原案可決（全会一致） ―

議 案 第 70 号 令和２年度行方市水道事業会計未処分利益剰余金の処
分について 原案可決（全会一致） 経済建設委員会

議 案 第 71 号 令和２年度行方市下水道事業会計未処分利益剰余金の
処分について 原案可決（全会一致） 経済建設委員会

議 案 第 72 号 行方市道路線の変更について 原案可決（全会一致） 経済建設委員会

議 案 第 74 号 行方市過疎地域における固定資産税の課税免除に関す
る条例の制定について 原案可決（全会一致） ―

《議員提出議案》
議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

発 議 第 ３ 号 教職員定数改善及び義務教育費国庫負担制度堅持に係
る意見書の提出について 原案可決（全会一致） ―

発 議 第 ４ 号 コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の
充実を求める意見書の提出について 原案可決（全会一致） ―

《請願・陳情》
議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

請 願 第 ２ 号 教職員定数改善と義務教育費国庫負担制度堅持のため
の政府予算に係る意見書採択を求める請願 採択 教育厚生委員会

《その他の議案》

議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

選 挙 第 ２ 号 行方市選挙管理委員会委員及び補充員の選挙について
別表のとおり当選

（当選者名は
10 ページに掲載）

―
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■  補正された予算（令和３年度）
議案番号 補正額（総額） 主な内容 議決結果

議 案 第 73 号
一般会計

（第７号）

3,145万７千円�減額
（169億3,582万3千円）

【歳入】
・道路橋梁費補助金　/　△6,619万8千円
・行方市開発公社清算金　/　3,111万5千円　など

【歳出】
・地域振興法人出資金等　/　2,112万5千円
・イノシシ被害防止対策事業補助金等　/　311万9千円
・幹線道路整備事業等　/　△6,800万円
・訓練並びにポンプ操法大会事業　/　△775万円

　など

原案可決
(全会一致)

※追加議案以外の補正予算は、予算決算特別委員会に付託されました。

■  補正された予算（令和３年度・追加議案）
議案番号 補正額（総額） 主な内容 議決結果

議 案 第 75 号
一般会計
( 第８号 )

5,281万円　増額
（169億8,863万3千円）

【歳入】
・新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金　/　3,534万1千円
・財政調整基金繰入金　/　△7,623万1千円
・道路整備事業債　/　△1億1,770万円
・過疎対策事業債　/　2億1,140万円

【歳出】
・弁護士委託料　/　60万円
・抗原検査キット　/　1,221万円
・事業者支援一時金　/　4,000万円

原案可決
(全会一致)

■  決算認定（令和２年度）
議案番号 件　　　　　　　名 議決結果 付託委員会

認 定� 第 １ 号 令和２年度行方市一般会計歳入歳出決算認定について 原案認定（全会一致） 予算決算特別委員会

認 定� 第 ２ 号 令和２年度行方市国民健康保険特別会計歳入歳出決算
認定について 原案認定（全会一致） 予算決算特別委員会

認 定� 第 ３ 号 令和２年度行方市介護保険特別会計歳入歳出決算認定
について 原案認定（全会一致） 予算決算特別委員会

認 定� 第 ４ 号 令和２年度行方市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決
算認定について 原案認定（全会一致） 予算決算特別委員会

認 定� 第 ５ 号 令和２年度行方市水道事業会計決算認定について 原案認定（全会一致） 予算決算特別委員会

認 定� 第 ６ 号 令和２年度行方市下水道事業会計決算認定について 原案認定（全会一致） 予算決算特別委員会


